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開催趣旨 

 

近年、地球温暖化が進む中、ゲリラ豪雨等の極端な気象現象が観測され、気候変動が及ぼす影

響は大きくなっています。それは、自然条件の中で営まれる農業において顕著です。大消費地を抱

え多様な農業が行われている近畿地域においても、高温等による作物の生育不良や品質低下、生

理障害、病害虫の変化など農業生産の様々な場面で表れています。 

今後、温暖化の程度が増大し、気候変動の影響がより広範囲にわたり、そのリスクも高まると予測さ

れます。したがって、農作物の生産安定に向けて、気候変動の影響を予測・評価し、的確に対応する

ことが極めて重要です。こうした中で、高温対策技術や気象データの活用による適応技術などが開発

され、気候変動に挑む取り組みがなされてきました。 

そこで、本フォーラムでは、近畿地域の多様な作物（稲・麦・大豆・園芸作物）について、また農業

気象や生産環境の分野を含め、気候変動に適応するための技術開発事例を紹介し、生産者団体、

行政・普及組織、民間企業等との間でマッチングを行います。さらに、これら適応技術の普及・移転に

ついて、会場の参加者を交えて総合討論を行います。 
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環境保全型農業の環境への影響評価 
 

農研機構 西日本農業研究センター 
松森 堅治 

 

１．はじめに 

効率的施肥や農産物や畜産物の残渣等の未利用バイオマス資源の利活用等による減肥

といった環境保全型農業技術は、農業を軸とする資源循環や環境保全に貢献することから、

持続的な地域社会を形成する上で重要な取り組みとして有効な利用法の開発と普及が急が

れている。しかしながら、堆肥やスラリー等の利用法を誤ると、水質汚濁や温暖化ガスの

発生など、環境負荷物質として作用することから、環境保全を考慮した利用法の確立と、

地域資源の有効活用による持続的な農地利用を両立させることが重要である。 
そこで、環境保全型農業技術を導入した際の河川水質保全効果を予測する水質モデルを

構築し、流域スケールで窒素濃度低減効果を評価した事例を紹介する。 
 
２．水質モデルの概要 

このモデルは、流域を４つの土地利用（水田、畑地、森林、都市）に区分し、各土地利

用が流域に占める面積率と流域下端の河川水窒素濃度との関係から、観測を実施していな

い流域での窒素濃度を推定する水質予測モデルである。特に、広域的なシナリオ解析に利

用でき、数学的な厳密さにとらわれ過ぎず、行政の担当者等でも操作可能な簡易な構造を

有する点が本モデルの大きな特徴である（望月ら、2013）。次に示す式(1)によって河川水

中の窒素濃度が求められる。 
 

Nr = a1 × Ap + a2 × Aa + a3 × Af + a4 × Au   (1) 
 

ここで、Nr は河川水窒素濃度（mg/L）、a1 は水田係数、Ap は流域に占める水田の面積

率、a2 は畑地係数、Aa は流域に占める畑地の面積率、a3 は森林係数、Af は流域に占める

森林の面積率、a4 は市街地係数、Au は流域に占める市街地の面積率である。本モデルの

係数の単位は窒素濃度で表現するが、河川水窒素濃度への各土地利用の影響度合いを示す

もので、数値がマイナスとなることもある。実際の河川では、作物の施肥量や施肥時期に

よって窒素濃度は季節的に変化し、また、降雨や積雪融雪等によっても変動するが、係数

は、それらの変動をすべて含んだ年間の平均値として表現されている。 
なお、事例とした根釧地域には水田がなく、草地が主な農地であるため、「水田」から

「草地」へ係数を変更し、次に示す式(2)によって求めた。 
 

Nr = a2 × Aa + a3 × Af + a4 × Au + a5 × Am   (2) 
 

ここで、a5 は草地の係数、Am は流域に占める草地の面積率である。根釧地域での推定

には「畑地」、「森林」、「都市」、「草地」の４つの係数を用いた草地酪農地帯向けに改良し

た式(2)を用いて解析した。 
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３．解析方法と使用したデータ 

係数は河川水窒素濃度を従属変数に、流域の土地利用面積率を独立変数にした重回帰分

析により導出した。使用した河川水窒素濃度データは、北海道・根釧地域では、公共用水

域水質測定結果（2006 年）を使用した。秋田県・八郎潟周辺地域では同水質測定結果（2001
～2006 年の平均値）を使用した。愛知県・東三河地域では、公共用水域水質測定点が少な

いため愛知県農業総合試験場が測定した観測データ（2011～2013 年の平均値）を使用し

た。水質データのある地点数（流域数）は、根釧地域内で 13 地点、八郎潟周辺地域で 8
地点、東三河地域では 49 地点である。そして、それらの水質測定地点を最下流とする流

域を区分し、流域ごとに土地利用面積率を算出した。 
流域界データについて、根釧地域および八郎潟周辺地域においては、国土数値情報・流

域界・非集水域（面）を使用した。しかしながら、東三河地域においては、水質観測地点 
 

(a)北海道・根釧地域 
 

(b)秋田県・八郎潟周辺地域 

(c)愛知県・東三河地域 

図 1 対象地域の土地利用 

(a)(b)は国土数値情報土地利用細分メッシュ、実線内部がモデル作成に使用した流域。(c)は地形図と現地踏査によ

り愛知県農業総合試験場が作成した土地利用図で彩色がモデル作成に使用した流域。  
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表１ 計算に使用した対象地域の概要 

 モデル式作成に使用した流域  

（水質測定データのある流域）  

モデル式により濃度を推定した流域  

（水質未計測流域を含む）  

 流域数 合計面積  (km2) 流域数 合計面積  (km2) 

根釧地域 13 1931.4 310 3130.3 
八郎潟周辺地域  8  424.4  71  877.5 

東三河地域 49   92.9 220  255.8 
 モデル式作成に使用した流域は、公共用水域水質測定結果のある流域（ただし、東三河地域は愛知県

農業総合試験場が水質調査した流域）。モデル式による河川水窒素濃度の推定には、国土数値情報の単位

流域を用いた（ただし、東三河地域は国土数値情報標高データ DEM により作成した流域を用いた）。  
 

が使用データの流域界よりも小さな流域を対象として水質測定を実施しているため、水質

観測地点と国土数値情報の流域界では一致しなかった。このため、国土地理院・基盤地図

10m メッシュ標高データを使用して、ArcGIS10.1 および拡張機能 Spatial Analyst による

標高に基づく流域区分を行った。土地利用データは国土数値情報・土地利用細分メッシュ

データ（2006 年）を使用した（図１）。なお、同データには草地の区分が無いため、根釧

地域のみ第 3 次土地利用基盤整備基本調査 GIS ポリゴンデータを補足的に使用し、流域ご

とに土地利用面積率を算出した。最終的にモデル式決定に使用した流域数と面積を表１に

まとめる。右欄は決定したモデルにより河川の窒素濃度を推定した流域である。 
また、本モデルは主に土地利用型農業による面源負荷の見積りを行うものであり、面源

以外の要因（点源等）による窒素濃度の変化は考慮していない。従って、全体的な解析に

伴う問題として、対象流域内に下水処理場や産廃処分場等の点源がある場合にパラメータ

が安定しないことがあった。このため、実測値が近隣の流域よりも高い異常値を示した地

点は、流域内を地形図および衛星写真を用いて原因を探し、発見できた場合にはその流域

を係数決定の解析から除外した。 
 
４．係数の決定とその妥当性の検証 

 各地域にモデルを適用するために、地域ごとに重回帰分析を実施した。その結果を表２

に示す。森林の係数は、どの地域においても大きく変わらなかった。しかしながら、水田

および畑地については地域によって大きく変動しており、各地域の特徴を反映していると

考えられる。 
根釧地域および八郎潟周辺地域では、推定値にバラつきが見られたが、全ての推定値は

誤差 20%内に収まっていた（図 2ab）。また、窒素濃度が全体的に低いことから、誤差も 
 

表２ 決定した土地利用係数 
土地利用 水田(a1) 畑地(a2) 森林(a3) 都市 (a4) 草地 (a5) 
根釧地域 －  17.29**    0.62*** 3.46 0.78** 
八郎潟周辺地域   0.58 5.05  0.46* 1.22 － 
東三河地域 -15.28   24.73*** 0.34 5.38 － 
***: < 0.001, **: < 0.01, *: < 0.05 
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図２ モデル推定値の再現性 

（直線は 1:1 ライン、点線は±20%ラインを示す）  

 

最大で 0.21mg/L と、大きな外れ値は見られなかった。東三河地域は、変動が大きく高濃 
度域ではモデルが過小評価する傾向が見られた（図 2c）。同地域は耕地利用率が高く，そ

の多くをキャベツ等の葉菜類が占めるほか，施設園芸や畜産も盛んで、土地利用以外の影

響の可能性が考えられる。 
次に、係数を決定するために選定した流域が地域の代表的な値であるかを検証した。各

地域一つの流域を除外して、全ての組み合わせでモデル式の土地利用係数決定と同様の計

算を行い、各係数の変動と、その係数を使用して除外した流域以外の窒素濃度を推定した。 
根釧地域では、畑地の係数が最も変動する傾向を示し、次が都市で、草地および森林の

変動は小さかった（図３a）。全流域を用いて決定した土地利用係数（表２、表３）と 1 流

域除外時の係数の中央値（表３）は、ほぼ一致することから、畑地や都市に変動が見られ

るものの概ね地域の代表的な値を捉えていると考えられた（表３）。八郎潟周辺地域では、

森林以外で大きく変動しており、特に畑地で 9mg/L 付近から－2mg/L 付近まで変動した

（図３b）。使用した水質データが８流域と、サンプル数が限られていたこと、および畑地

面積が小さい流域が多かったことが変動の原因と考えられるが、表３の土地利用係数の中

央値と全流域の係数の値が近いことから、地域の代表値を捉えていると考えられた。東三

河地域では、いくつかのケースを除けば全体的に係数が収束しているように見られるが、

外れ値も確認された（図３c）。都市以外の係数は中央値（表３）と概ね一致した。 
流域の選び方によっては土地利用の特徴を反映できない係数を示すことが示唆された。

全通りの係数を用いて推定した結果の決定係数の変動は、八郎潟周辺地域および東三河地

域で大きく（図４）、前者はサンプル数の問題と見られるが、後者は地域の代表値ではない

外れ値を含む流域が存在する可能性があることが考えられた。全体の再現性が低下する可 
能性があるため、土地利用係数の決定前に地域内で感度分析の実施が必要である。 

次に、各地域の水田と畑地の係数の妥当性について検討した。秋田県農業試験場が測定

した慣行管理の試験水田からの流出水の平均窒素濃度は 0.52 mg/L であり、八郎潟周辺地

域の水田係数 0.58 mg/L と比較すると概ね一致した（表４）。また、北海道総研機構根釧

農業試験場が測定した維持管理草地および飼料用トウモロコシ畑における土壌浸透水の平 
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図３ １流域を除外した時の各係数の変化 

 

表３ 決定した土地利用係数（全流域）と 1 流域を除外した時の係数の中央値 

 根釧地域 八郎潟周辺地域 東三河地域 
 係数 中央値 係数 中央値 係数 中央値 

水田(草地)  0.78  0.78 0.58 0.46 -15.28 -16.91 
畑 地 17.29 17.45 5.05 5.45  24.73  22.78 
森 林  0.62  0.62 0.46 0.45   0.34   0.20 
都 市  3.46  3.46 1.22 1.33   5.38  10.94 

 

根釧地域 八郎潟周辺地域 東三河地域

0.
80

0.
85

0.
90

0.
95

1.
00

決
定

係
数

 
図４ １流域を除外した係数を用いて河川窒素濃度を推定した時の決定係数の変動 

 
均窒素濃度は、草地で 0.32 mg/L、飼料用トウモロコシ畑で 7.57 mg/L であった。根釧地

域の草地係数 0.78 mg/L および畑地係数 17.29mg/L と比較すると、それぞれ実測濃度の約

2 倍であった。東三河地域では、愛知県農業総合試験場が測定した畑地からの溶脱平均窒

素濃度が 29.22 mg/L であったのに対し、畑地係数 24.73 mg/L であり、概ね一致した。し 
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表４ 実測窒素濃度との比較 

地 域  作 物  
実測窒素濃度  

(mg/L) 
対応する  
土地利用  

係 数  
(mg/L) 

根 釧 牧 草 0.32  草 地  0.78  
 トウモロコシ 7.57  畑 地  17.29  
八郎潟 水 稲 0.52  水 田  0.58  
東三河 キャベツ 29.22  畑 地  24.73  

 
かしながら、これらの濃度は、実際に出現し得る範囲の濃度であったことから、高精度な

再現に向けて課題が見られたものの、適用可能であると考えられた。 
また、モデルの適用可否を判断するため、推定値がどれだけ実測値に近いかを客観的に

評価するナッシュ・サトクリフ効率性指標（Nash- Sutcliffe efficiency index）(Nash and 
Sutcliffe, 1970) による評価を実施した。この指標は次式によって算出される。 
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ここで、Oi は実測値、Si はモデルが出力した計算値、Omean は実測値の平均である。ENS

は、1 から－∞までの値を出力し、1 に近いほどモデルの再現性が高いことを表す。一般

に、0 から 1 の間ではそのモデルの再現性は適用可能な精度であるが、0 以下の場合では

非常に悪い再現精度であると認識されている (Moriasi et al., 2007)。評価の結果、根釧地

域で 0.84、八郎潟周辺地域で 0.64、東三河地域で 0.61 を示し、得られた係数を用いた推

定は適用可能であると判断された。 
 

５．環境保全型農業技術（地域資源活用型農地管理）導入による窒素低減効果 

各地域において開発された環境保全型農業技術を用いた場合の、河川へ流出する窒素濃

度の低減効果を評価した。これまでに各地域の圃場試験によって明らかとなった溶脱窒素

濃度の低減効果をモデルに適用するために、技術導入前の状態として慣行区、技術導入後

の状態として環境保全型農業技術の実証区における年間平均溶脱窒素濃度から、各技術の

窒素濃度低減効果を算出した。根釧地域では、草地への化学肥料を減肥し、窒素減少分を

スラリーに置き換えることで、土壌からの溶脱窒素を２～３割低減させることが可能とな

る施肥改善技術が導入されたケースを想定した（表５）。八郎潟周辺地域では、水稲栽培の

移植から中干し前までの期間において深水管理をする技術を導入することで、表面排水の

窒素濃度を減少させることが可能となる前期深水管理技術の導入を想定した。深水管理は

浅水管理にくらべ約２～３割の低減効果があることが圃場試験により確認された。東三河

地域では、秋冬キャベツ畑における家畜ふん堆肥（牛ふん、豚ぷん）の施用と化学肥料減

肥を組み合わせることで、溶脱窒素量を１～２割低減できる施肥管理技術および、夏の休

閑期に緑肥作物としてソルガム、クロタラリアの栽培とすき込みによる化学肥料の減肥を

行うことで、溶脱窒素量を１～３割低減させる施肥管理技術の導入を想定した。なお、緑 
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表５ 環境保全型農業技術（地域資源活用）による窒素低減効果 

地 域  作 物  技  術  窒素低減効果  

根 釧 草 地 スラリーを活用した施肥改善技術 ２～３割 

八郎潟 水 稲 前期深水管理技術 ２～３割 

東三河 キャベツ 家畜ふん堆肥を活用した施肥管理技術 １～２割 

  緑肥を活用した施肥管理技術 １～３割 

 
肥の低減効果については、糟谷・廣戸（2010）から算出した。この結果、全ての技術にお

いて概ね２～３割の低減効果があることが確認された。 
 
６．環境保全型農業技術（地域資源活用型農地管理）導入前後の河川水窒素濃度の推定 

各地域において開発された環境保全型農業技術の導入による窒素負荷低減効果が、対象

地域全域に普及したと仮定した時の河川窒素濃度変化を評価した。窒素濃度推定には、技

術導入前として対象地域の土地利用係数をそのまま用いた場合と、技術導入後として畑地

または水田（草地）係数を３割減した場合の２通りの計算を行った。ただし、秋田県にお

いては、前期深水管理技術を実施するために、農業用水を今よりも多く確保する必要があ

り、対象地域に 100%普及することは現実的ではない。これに関して、大潟村干拓地内の

給排水系には配水管理用水（余裕水）と呼ばれる余剰水が循環しており（近藤，2006）、
干拓地からの排水には灌漑水量のおよそ３～４割に相当する量が存在している。八郎潟周

辺地域の水田は干拓地外にも存在するが、その多くが八郎潟周辺に分布していることや、

一部に八郎湖からの灌漑水をしている水田が見られた。以上から、不確実性は高いが、普

及の上限を水田面積の４割と仮定して計算を行った。 
河川水窒素濃度推定の対象地域は、表１に示すように公共用水域水質測定値のない流域

を含む地域とし、国土数値情報の単位流域境界データを利用して土地利用細分メッシュデ

ータから土地利用面積率を集計し、各単位流域下端の河川水窒素濃度を推定した。ただし、

東三河地域は、国土数値情報標高データを使用して独自に集水域区分を行って流域を作成

した。土地利用データは他地域と同じく土地利用細分メッシュデータを使用した。 
根釧地域では、対象流域全域の草地を対象に、化学肥料削減と減肥分をスラリーで補う

技術が導入された時の窒素濃度低減効果を推定した。技術導入前の河川水窒素濃度の中央

値は 0.84mg/L であったのに対し、技術導入後では 0.73 mg/L まで低下した（図 5a）。技

術導入前後の窒素濃度低下の最大値は 0.22 mg/L で、0.85 mg/L から 0.64 mg/L に低下し

た。根釧台地の中央部周辺で比較的高かった窒素濃度が技術導入によって低下したことを

受け、オホーツク海への流入河川の窒素濃度も低下した（図６）。 
八郎潟周辺地域では、対象流域の４割水田に、前期深水管理技術が導入された時の窒素

濃度低減効果を推定した。技術導入前の河川水窒素濃度の中央値は 0.55 mg/L であったの

に対し、技術導入後では 0.53 mg/L まで低下した（図 5b）。技術導入前後の窒素濃度低下

の最大値は 0.07 mg/L で、0.58 mg/L から 0.51 mg/L に低下した。技術導入前後の推定窒

素濃度の差も最大で 0.07 mg/L と小さく、技術の効果は見えにくいが、干拓地や下流域の
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八郎潟調整池、東部承水路に注ぎ込む流域など水田の面積割合が比較的高い流域では窒素

濃度低下が見られた（図７）。八郎潟周辺地域は森林面積率が高い流域が多いため灌漑水と

して利用する河川水の窒素濃度が 1.0 mg/L よりも低いこと、かつ利用できる灌漑水量か

ら技術を導入する水田面積を 4 割としたことにより、水田の窒素濃度低減効果を流域で集

計した場合に効果が現れにくかったと考えられる。 
東三河地域では、対象流域全域の畑地を対象に、化学肥料削減と減肥分の堆肥施用技術

が導入された時の窒素濃度低減効果を推定した。技術導入前の河川水中窒素濃度の中央値

は 10.49 mg/L であったのに対し、技術導入後では 7.14 mg/L まで低下した（図 5c）。技術  
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図５ 技術導入前後の全小流域の河川水中窒素濃度の変化 

 

 
(a) 技術導入前 

 
(b) 技術導入後 

（草地でのスラリーを活用した施肥改善技術） 
 

図６ 根釧地域の河川水窒素濃度（推定値） 
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(a) 技術導入前 
 

(b) 技術導入後（水田での前期深水管理） 
図７ 八郎潟周辺地域の河川水窒素濃度（推定値） 

 

 
 

図８ 東三河地域の河川水窒素濃度（推定値） 

(a) 技術導入前 

(b) 技術導入後 
（畑地での緑肥を活用した施肥管理技術）  
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導入前後の窒素濃度低下の最大値は 7.16 mg/L で、24.01 mg/L から 16.85 mg/L に低下し

た。対象流域の多くを畑地が占め施肥窒素量が多いことから技術導入によって窒素濃度を

大きく低減できることを示した（図８）。 
 
７．おわりに 

環境保全型農業技術（地域資源活用型農地管理技術）導入による窒素濃度低減効果を流

域スケールで評価した。その結果、根釧地域、八郎潟周辺地域、東三河地域において各流

域の河川水の窒素濃度を技術導入の前後でそれぞれ推定し、効果を流域ごとの窒素濃度変

化として視覚的に表示できた。 
ただし、本モデルで推定する結果は、対象地域への当該技術の予定する普及面積におい

て、最終的に平衡状態となった時の年間の平均濃度である。その濃度になるまでにどれく

らいの期間を要するのかは各地域の普及速度および地理的条件（地形、地質、気候）によ

って大きく異なるため考慮できていないことに注意を払う必要がある。また、本モデルは、

農耕地への環境保全型農業導入などによる面源負荷削減の影響評価が目的である。したが

って、事業所等の窒素負荷の大きい点源の流域への影響は評価していないため、点源負荷

の大きい流域では推定した河川窒素濃度は、実際と大きく異なる場合もあることに注意が

必要である。 
本モデルは、改良すべき課題が見られるものの、広域的なシナリオ解析に利用でき、必

要データが公開されているため入手しやすく、計算方法も簡便であることから、農地等の

面源対策に関する迅速な簡易診断ツールとして有用と考えられる。 
なお、本報告には、農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業「23022 地球温暖  化

の抑制と水質保全に資する地域資源活用型農地管理技術の実証と導入促進」の成果の一部

を利用した。 
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農研機構西日本農業研究センター 高橋英博 

13．気象予報にもとづく栽培管理をめざして 1km メッシュ農業気象データ提供システム 

農研機構農業環境変動研究センター 大野宏之・佐々木華織 

〈土壌・生産環境評価〉 

14．「日本土壌インベントリー」ウェブ公開―デジタル土壌図を無償提供― 

農研機構農業環境変動研究センター 高田裕介・神山和則・前島勇治 

15．土壌の CO2 吸収「見える化」サイト 

農研機構農業環境変動研究センター 白戸康人 

16．環境保全型農業の環境への影響評価―温州みかん栽培の環境影響評価― 

農研機構西日本農業研究センター 志村もと子・松森堅治 

〈その他〉 

17．気候変動による影響への備え 

環境省近畿地方環境事務所 環境対策課 
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本資料からの引用・転載にあたっては、必ず発表者の了解を得てください。 

 

 

          発行：農研機構西日本農業研究センター 

             企画部 産学連携室 TEL.084-923-5385 

http://www.naro.affrc.go.jp/warc/ 
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